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は し が き
農業部門 において貯蓄 された資金が,す べて農業部門に投資 されない で,そ の相 当部分が農業
外に流出す る傾向 があ るとい うことは,し ば しば指摘 され るところである。農業 部門が農業 にお
いて蓄積 した資金を,農 業 部門に投資す ることが可能であるとすれば,農 業は資金不足 によ って
うける各種の制約か ら解放 され るであろ う。 しか し現実においては,い わゆ る非農業 部門に資金
が集中 し,高 い成長率を維持 してきているのである。資金 が部門間に格差を もって配分,投 資 さ
れる結 果 として,部 門間に不均 衡な経済発展がなされているのであろ う。 このように,国 民経済
の成長は,農 業部門 と他の 部門 との間に異な った影響を 与え てい る。その理由は,両 部門の生 産
物の間に所謂所得弾力性 の大 きさの差異 があるか らで ある。農業生産物 の所得弾力性 は相対的に
他の部門,と りわ け工業部門 のそれに比 して低いでもあ ろう。所得 が増加 した場合 にも,食 糧 消
費量は,あ まり増加 しないであ ろう。 したが って,国 内にお ける食糧需要の量的拡大は,人 口の
増加率によ って規定 され る傾向が強 くな る。 これに対 して工業生 産物 は,一 般的に,人 「1の増加
によ ってその需要が増加 する以上に増加す る傾向が強い。国民 の物的厚生に役立つ多 くの工業生
産物は所得弾力性 が高 く,単 位主体の所得の増加率以上に消費量が増加す るであろ う。 また,技
術の開発 によ って,実 質生産費を引き下げ うる余地が 大い に存在す るのであ る。一方農業におい
ては,農 業生産物の実質生 産費 を引 き下げるで あろ う新技術 の導入は,生 産物価格 の急速な ト落
によ って,農 業者tc充分な利得を もた らさない場合 が多いであろ う。技 術の変化による生産物供
給の増加速度 が,需 要拡大速度よ り高ければ このようなこととなる。農業 にむけ られ る資源は,
相対的に流動性が欠如 してお り,そ の分野 におけ る新技術 も競争 が激 しいため急速 に導入 され る
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傾向 が強いが,工 業 におけ るよ うに,生 産物の消費の消長に対応 して,短 期間 に産 出量を伸縮す
るこ とは困難で ある場合 が多いであろう。また,農 業 における固有の特 質と して新技術の導入に
よ って取得 され うるであろう付加的報酬を,農 業者が取得で きない とい うことがある。これは農
業生産物の需要が弾力的 でないため,産 出量を高 めると,そ の価格の低 落を通 して,そ の効果は
直接 に消費者 または加工 ・流通 業者 によって吸収 され,農 業者の所得が低減す ることによ って生 ず
る。 この ことが農業の資源報酬を低 めてい る原 因の一つであ るよ うに思 われる。農業における諸
資源 は家計 に密着 してお り,そ の移 動には多 くの困難が ある。長期的 にみて,工 業部門において
は,技 術の発達の成果 が一部は その内部に留保 され,一 部は消費者に還 元 されてい るようである。
農業において も,長 期的 には これ と同様の過程に従 うことが 要請 され るで あろう。 ヘデ ィによれ
ば農業政策 は,「 消費者 または,生 産者の利益 をはかるとい う二つの 目的の どれか,ま たは双方
のため 」(E.O.Heady,AgriculturalPolicyunderEconomicDevelopment.1962本岡 ・山本 ・藤谷
・杉崎共訳r経済発展と農業政策」大明堂 昭和42年18頁)になされるものであ り,そ して その政策
は主 と して,「 発展政策 」と 「補償政策」の二つの範 ち ゅうのい ずれかに属す るので あ る。産 業
の附加的資源流入 を奨励 する政策 は,そ の産 業の資源が高報酬を享受 し,企 業は高収 益を保証 さ
れ る場 合にのみ限 られる。農業の発展のため には,生 産物の消費水準が不変 であ るとすれば,よ
り低費用での安定 した資金の供給 ・生産物の価 格安定は,政 策 目標 として重要性を もつ こととな
るであ ろう。 この ことによ り,農 業者は,よ り多 くの資源を より有利 な条件 で取 得 して 資源生産
性 を高め,そ の結果生 じて くる供給 の増加を通 して農業所 得 を増加 させ うるので ある。 しか し,
この場 合に も価格安定 の ための諸方策が欠 如 して いれば,農 業生産物供給の増 加水準 以上 に価格
が低落 して 農業所得は低減 し,農 業者は負 債の増 大と所得の低減 との両面で打撃 を受 けることと
なるで あろう。農業の発展 は,急 速 な人口増加,農 業生産物 の高価格,高 い所得弾力性の もとで
可能 となるであろ う。農 業生産物の価格 が,国 際水準 と比較 して相対的 に割 高である条件め もと
では,国 内消費の余剰部分を輸 出によ って 消化す ることは不 可能であ る。 また 大衆 の所得水準が
向上す ればするほど,エ ンゲルの法則 にみ るご とく,浪 費がな され ない限 りは農業生産物に対す
る需要は相対的 に低F傾 向をた どるであ ろう。 この ような条件 の もとでは,農 業の経営 目標であ
る生産 増強 と,農 業の所得増 大 とは 二律背反 となるであろ う。農業者が不利な価格条件 のもとで,
所得を高め るため には,市 場価格形成 におけ る折衝力を強めるよ うな諸施策 も重要な ものとなる。
また,個 別農業者の 立場 か らは,農 業の資本装備率を高め,そ の生産性を向上す ることは重要で
あ り,こ のためには,よ り有利な条件での資金供給が不可欠の こととなる。
2.農 業 における資金動 向の特性
最近10年間の 日本経済の発展をみ ると,昭 和38年度の国内純生産 は,約20、6兆円 で あ り,10
年後の昭和48年においては,9L7兆 円である。 この10年間に約4.4倍になっている。その間 に農
一68一
業純 生 産 の 占め る割 合 は,8.3%か ら4.7%に 低 下 してい る。全 就 業人 口は4,600万人 か ら5,200
万 人 に増 加 してい る。 また,農 業 就業 人 口の割 合は,23.1%か ら11,9%に低 下 してい 岩i)。これ
は産業間 の不均衡 な発展を意味 するもので ある。 この不均衡 な発展 は低生産性部門か ら高生産 部
門 への技術 の変革を ともな った諸資源の移動 によ って 可能 とな った。経済成長を促す要因 は基 本
的 には設備投資の増加にあ る。いわゆる成長方程式に よれ ば,成 長率=産 出係数x投 資率であ
り,成 長率は産出係数 と投資率が高いほど高 くなる。資金が配分 され る場合には,金 利負担 が必
要 となるため経済的に最高効率 を発揮 する部面に向けてなされ る。 これは私的資本形成 における
原理で ある。租税公課,公 債発行 によ る取得資金 を投入 してなす,公 共的資本形成 とは,そ の 目
的 とす るところが異なる。国民経済全体 としてみ ると,投 資 と貯蓄の関係は常 に恒等であ るけれ
ども,部 門別 にみ ると恒等ではな く,投 資超過 部門 と貯蓄超過部門があ る。実物面で部門間に投
資 ・貯蓄の不均衡が生ず る と,そ の差額 は貨幣面や金融取引の面に影響を与える。実物面で貯蓄
超過 部門は,金 融取 引面では資金過剰部門であ り,こ の過剰 部分は投資の場を他部門に求 めなけ
ればな らない。特 にわが国においては,い わ ゆる間接金融2}方式 が中心であるため,こ の過 剰部
分は民間金融機関を通 して高報酬を もた らす分野に向 けられ る傾向が強い。実物面に おいて長期
的には,生 産資源の組 合せ,ことに資本財 と労働 力 との関係 において,変 化が発生す る。技術進歩
によ って資本財 は恒常的 に低 価格にな るであろうし,労 働 力は相対的に高騰 す ることになるであ
ろう。 この ため資本財を増投 し,労働力を節滅す ることは農業生 産においても一層有利な ものと
なる。資金不足や失業圧 力が比較的す くない場合は,労 働力 の資本財への代替は一層急速になさ
れ るであろう。資 本財 を増設す る農業生産では資本財 の費用 が固定費的性格が強いため,経 営規
模を拡大す ることが有利 な条件 となる。 もちろん農業生産 は,特 に作付作 目,立 地条件によ って
制約 を うけ るため,単 に耕作面積を拡大す るだけでは,本 質的な経営規模拡大 とはな らない。 し
か し一般的に規模拡大は,労 働生産性の向上だけでな く資本財の節減 ともなるであろう。 わが国の
農業生産 において農業用地価格がその もた らす報酬を勘案 して適正な水準で あるな らば比 較的容
易に経営規模拡大化は達成 され るであろう。 しか し現実には農業用地価格は純粋の生産手段 と し
て利用するには高価格 とな り過 ぎてい るので,こ れを購入 して経 営規模を拡大す ることには困難
が伴 うのである。
農 業 にたい して資 金 を供 給す ることに よって,農 業生産 は有利なもの とな る可能性 がある。
しか し,こ の資金供給を民間金融機 関に求 め る限 りは,農 業生産過程にお ける不確実性に直面す
るし,制 約 が強す ぎる。農業生産過 程にお ける主要な不確実性同 は,気 候の不規則性 と農業生産
物価格 の不安定性 である。農業生産は気候の変化 ・病虫害の発生等の 自然的条件の影響を特に強
くうける。科学技術 の進歩によ り,ま た資金の投入による農業諸施設の近代化 によ って,自 然界
よりの影響を徐 々に緩和す る傾 向がある ことは認 められ るが,ま だ 自然的条件を全面的に克服す
ることはで きない。自然を利用 して生産活動を行 なう農業に おいては,作 柄を予測す ることは 困
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難であ る。また農業生産物の価格 の不安定性 もその生産構造の特質に由来 して発生 する。農業生
産物は生産開始 より収穫まで長期間を要す るため,価 格の騰落の影響を うけて生産を伸 縮す るこ
とは 困 難であ る。 一般 に価 格騰 貴は生産を刺激 し,そ の生産増大 は供給増大 とな り,高 価格 に
よる需要の抑制 とともに市場価格を低下 させ る傾 向がある。 しか し農業生産物 の場合は,工 業 に
おけるそれのよ うに急速に供給を増減することは困難であ る。特に増大過程途 上において,市 場
価格 が急激に低落 した場合生産を収縮あ るいは停止することはできない。自由競争 下の農業生産
物 の価格変動は,需 要供給の状態 によ っている。その需要は一定量規則的に消費 され る傾向があ
るため非弾力的で ある。需要の非弾力性 を有す る農業生産物は,供 給 の増減による価格の変動が
激 しい。農業生産物の需要の非弾力性はその生活必需財で あるとい う特性 に基因 している。農業
生産物 と工業 に代表 され る非農業生産物 との価格の変化に対す る,農 業部門全体の供給弾 力性は,
個別 の農業生産物の場合 よ りかな り低いで あろ う。主要穀物の供給弾力性 は,い わゆる商品作物
よりも低いのが一般的傾向で ある。主要穀物の農業総生産 に占める比率は高いので,総 生産 の場
合と同様 な反応 を示 す し,価 格 に対する供給弾力性 が低 くなる。全耕地 面積 の ごく僅かの部分に
耕作 され る農業生産物は,農 業総生産 よ りも高い供給弾力性 を有す るで あろ う。作付面積 の少 な
い作 物は,主 要作物を減反す ることによ って,作 付面積を伸縮 しうるが,王 要作物の生産 におい
てはこのよ うな調整 が行 なわれ難 い。価格 に対す る総供給の反応は,家 族経営農業 においては と
くに低 い もの といえる。 これは,農 業生産の過程においては資金を もって購入すべ き資源の使用
量が少 ない ことによるのである。農業生産の特質 によ って生 ずる需 要と供給 の不調整 によ り適正
価格 が長期的に維持で きないため,農 業経営の所得は不安定になる傾 向が強い。
また,金 融機関 は不確実性があるため,融 資先の選別を行な う。いわゆる二重構造は,低 利潤
率部門か ら高利潤率部門への諸資源 の適正移動作用の欠如 によ って生 ず る。一般に,附 加的資金
は高利 潤率部門 へ流入す ることとな り,農 業部門 の資金は,常 に非農業部門 における企業 に流 出
する傾 きがある。 この一般 的傾向に対 して農業 者が資金を 要求するとすれば供給 に限度のある資
金配分S4}をめ ぐって,非 農業 部門と競 合 しな ければ な らないであろ う。農業 か らの資金の恒常的
流出によ って,農 業における資金不足 はます ます深刻な もの とな る。か りに利 丁率が利潤率以上
に高率 となる場合にも,新 規投資 によ って長期 的見込み利潤 が有利 なもの となる可能性を有すれ
ば,信 用 ある企業 の投資は さらにな されるで あろう。 この結 果,農 業 と非農業 部門 の労働生産性
の格差 は,さ らに増大す ることとな る。農業は主と してその零細性,低 労働生 産性 によ り資源報
酬が低いの で,農 業金融 における利子率 は低率でなけれぱ,そ の要求を充分満足 させ ることはで
き ない。 しか し,こ れは貨幣資本の 本性 に逆 行することで ある。理論的 には,社 会 における重要
性 が大である産 業は利潤率が高 く,利 子を支払 って も有利 なため資金を容易に吸収 しうる。 この
結果,農 業に相応の低利子率を設定 するならは,高 利潤部門 の過剰投資を誘 発す ることになるで
あ ろう。資金 を有効に利用するためには,各 部門の限 界生産物 の価値 を等 しくするような資金配
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分がな され ることが必要 であ る。農業の限 界生産物 の価値 を,他 部門の それに等 しくなるように,
農業資源 が配分 され る必要 がある。高利潤率 部門 に資金が集中す るのは,資 金の効率的活用の観
点か らは望 ましいのであ るが,需 細企 業者 と しての農業者 にも資金 が当然必要 とされる。この場
合,経 済的 合理性,採 算性 に基礎をお く私的 金融機 関では,充 分その要求 に応ず ることは困難で
ある。特 に非農業部門における強い資金需要 は高金利の資金 によ って も有利で あるから,農 業外
への資金 流出を助長 し,農 業者 に対する金融は農業振興のための政策的金融 とならざるをえない。
零細規模経営に基 因す る農 業者の物 的信用力の欠如は近代的金 融機関の利用を非常 に困難 なもの
としてい るのである。 この結果,金 融機関の営利追求行動,不 確定性回避行動は,資 金 を高報酬
部門,安 全 部門 に誘導す ることとなる。この ため,農 業部門 に大量の資金需要動因があるにもか
かわらず,農 業部門 に蒐集 され る資金が農業外 に流 出することに もな るので ある。農業経営 の業
績 に対す る金融機関の評価 が低 ければ,資 金供給 曲線は非常 に低い位置 まで押 し下げられその需
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要曲線 と交 わ らない場 合 も生ず る。わが国 の金融市場 は,企 業の 自己金融力 が乏 しく,資 金需
要が旺盛であ る。 また,貸 付と預金の関係 についても,金 融機 関か らの資金需要者は同時 に預金
者 として資金供給者で もある。 したが って,金 融機関が,貸 付 けを行な う場 合,そ の貸付 けによ
ってな される見返 り預金を考慮す るであろ う。預金総額によ って金融機関の評価がなされるので,
預金 との関係 を重視す るよ うな貸付がな される傾 向が ある。貸付金利には法制的上限がある。 こ
とに金融逼迫期 にはこの上限 に固着す る可能性が強いが,金 融機関がさらに実効金利を高め るた
めには,派 生 的預金の歩 どま り率を増 大す る しか方策はない。派生的預金の歩 どま り率 は金融機
関 によって任意 に決定 され るもの ではない。 もちろん派生的預金の なかにはいわゆる拘束預金一
歩積み ・両建預金一も含 まれるので,こ の部分はある程度操作 しうるであろ う。 しか し,そ れ以
外の派生的預金部分は,預 金通貨の流通過程 において,自 然 に金融機関の内部 に滞留す るもので
あ って,金 融機 関の意志 によ って決定 される ものではない。 それは,顧 客 としての企業の業種,
財務内容,系 利関係等 による とともに.金 融機関の営業基盤,各 種の規模か らなる企業 との取引
関係いか ん に依存 す るであろう。 一般 に企業には,各 々固有の預 金歩 どまり率 があ り大企業ほど
歩どまり率は 大きな もの となる傾 向があ るで もあろう。 したが って,都 市銀行 に代表 される全国
的営業基盤 を有す る金融機関 ほど預金歩 どまり率の平均値 が高 くなる傾 向があ る。 この ように預
金歩 どまり率の高い有力企業向け貸出 しは,仮 りに約定金利が低 くて も,貸 出実効金利は高 くな
りうるであろ う。したが って金融機関は預金歩 どまり率 の水準 に関心を示 し,そ れが高水準 とな
りえ ない よ うな経営は貸出 しの対 象外 とす るであろ う。このよ うに預金歩 どまり率の高い経営 に
貸出 しを行な うことは,金 融機関の預金 量を増加 させ ると同時 に貸 出実効金 利を高 める とい う両
面の効果 を有す る。金融機関の主観的評価は,単 に当該投資の成果 のみな らず.担 保能力等か ら
生ず る契 約不履行の程度を も反映する ものであ る。各経営 に固有の貸 出実効金利によ って貸出額
(6)が しが決定 され
,そ の結果信用制限 が生 ずることにな る。 もし実効金利 が低下す れば信用制限
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だいに拡大 し,経営 に対する貸 出 しは完全に停止 されて,さ らに有利な資産運用 にむけ られる こ
とになるで あろ う。金融機関 は融資条件による質的選別をな し,実効 金利を引 き上げる行動様式
をとる。別 言すれ は これが不確実性 に対する金融機関 の反 応である。農 業者に資金を融資す る場
合,金 融機関は農業者が考慮 す るものと同様の生産条件,お よび価格変 動の不確実性を考慮 しな
ければならない。農業生産活動を行な う農業者 に対 する融資の場合,金 融機関はよ り大きな不確
実性 を もつ ことにな るであ ろう。 農業者は農 業生産の諸事情 に精通 しており,価 格変動について
も豊富 な情 報 と経験を もってい る。農 業者は堅実な方法で,過 去 の経験 か ら自然 条件 に適 合 した
作目品種,技 術選 択を徐 々に決定 して おり,自 己の農業生産体系 に確信 をもっている。 しか し金
融機 関は これに対 して,こ れらの条件 に不確実性が強いと して,農 業者への融資 をできうれば抑
制 しよ うと行動す るで あろ う。農 業に対す る資 金需要に対 して,金 融機 関がなす この行動が,農
業 に対 する信用制限 の原因 となって いる。 また農業者 自身が,農 業生産 の不確定性 によ って,危
険嫌悪の観点か ら心理 的に資金借入 を制限 す ることもある。農業経営 における自己資金調達は,
この よ うな理 由か らな される制限 を軽減す る役割を果 すのであ る。
{1}昭和49年度 『農業白書付属統計刻 農林統計協会
(2}間接金融 とは,最 終 的貸手と最終的借手 との間に金融機関が介在 して行なわれ る金融であ る.こ れ
にたい して直接金融は,最 終的借手の発行する本源 的証券を最 終的倉手が直接購入するとい う形 で行
なわれ る金融(館 龍一郎 ・鎌倉 昇編 『金融経済講座」1東 洋経済社 昭和43年63頁)で ある。
直接金 融を通 しての資金不足 と資金余剰の機能的統一は証券市場を通 してな され る。固定資本のため
に必要と され る固定資金は,ま すます巨額 とな る。競争 によ って この傾 向は助長され,資 金 は長期固
定化す るこ とになる。 この資金の 巨額化 と固定化の要求が,証 券制度 を発展 させてい るのである。
{3}不確実性 とは,将 来のでき事 の度数分布が どの程度未知であるかを示すものである。危険は測定可
能 な数量を意味 し,反 対に他の場合 においてはは っきりと,こ の特質のない何ものかがある。測定 し
得 る不確実性 一 危険 一 は,測 定 し得ない ものとは異 なる。(F.H.Knight,Risk,Uncertain-
tyandProfit.1921奥隅栄喜訳r危 険 ・不確実性および利潤』文雅堂銀行研究社 昭和34年)
{4}産業部門間 におけ る資金配分の競争は,利 潤を媒介と してなされる。好況 による金融市場の繁忙期
には,資 本の緊張関係 によ って資金 が農業外 に流出す る傾向が強 くな る。 また逆に不況による金融市
場の緩慢期 には,資 金過剰は顕著 なものとなる。
{5)自已金融 とは,企 業の内部資金すなわち実現利潤 の社内留保 と減価償却 による資金の調達方策であ
る。これは資本の集中に対する集積であ り,実 質的に資金の増殖を計 ることを意味 してい る。自已金
融 による資金 は,費 用 としての金利部分を要 しないため有利 に活用す ることが 可能である。この源泉
は,経 営利益であるため,そ の多寡 によ って調達資金量が制約 され ることとなる。自已傘融はたん`ζ
固定 資金金融のためだけではない。その主 目的が固定資本財へのための ものであ ると して も,固 定資
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本の拡充は流動資本の比例的増大を伴 うものである。投資機会の減退,資 金の過剰の圧力の結 果とし
て,自 己金融の ための資金は蓄積 され る 。
{6)信用制限(Creditrationing)とは,借 手が現在の利子率よりも高い利子率を支 払ってもさ しつか
えないとい う希望を もってい るにもかかわ らず,希 望 するだけの借入れを受 け られない とい うことを
意味 してい る。これはまた資本制限(Capitalratining)と呼 ばれ ることもある。 シュル ッによれば
資本制限とは 「農場 に於ける資本の余分投下量 よりの報酬率は資本の一般利率 よりも大であ るが,農
業者は主と して彼等の直面する経済的不安定の故に,附 加 的資本の借 入を欲 しないか,或 は借入れよ
うと して も出来 ないであろうとい うこと」(T.W.Schultz.AgricultureinanUnstableEconomy.
吉武昌男訳 『不安定経済 に於 ける農剰 群芳園 昭和24年216頁)で あ るとされ る。
3.農 業における固定資金 と流動資金
資金の所有者,ま たは創 出者の意志に よって,資 金を長期的に運用す るか,短 期的に運用す る
かの意志 決定がな され る。資 金の所有者が近 い将来 において資金を機能 させ る必 要がな くこれを
長期的に利殖 目的のた めに運用 しよ うとす る場合に長期資金が発生す る。他方,こ の種の資金は,
これを機能させ る資金需要者が長期 間 固定 化 す るで あろう資 源の 取 得のため これを需要す ると
き必要 となる。これ は主 として固定資本財調達のために要求 され るものであ り,こ の需給関係に
よ って,固 定資金の金 利水準が決定 され る。固定資金は その長期固定的性格 のため,資 金の短期
的流動性 をもた ない。固定資金金融は,生 産過程における当該資本の長期固定性 に特徴ず け られ
て資金調達の制約を うける。資金は固定性を忌避する し,流 動性が大であ ることを希求す るので
ある。資金 は恒常的に固定性か らの解放 を要求す る傾向 が強い。 これは,生 産活動の連続性 に対
立す る私的所有の非連続性 の要求 であ る。資金を生産活動における連続性に基因す る固定性 か ら
解放 し,よ り高 い流動性を附与す る手段 と して,現 今 の証券制度が発達 してきている。証券 の転
売 ・買戻によ って資金の換 金性は高 め られ回収不能の不確実性 か らも事前 に免れ られ る。資金需
要者の立場か ら固定資金が必要 とされ るのは,主 として農業 と工業であ る。 したが って固定 資金
金融は,直 ちに農業金融,工 業金融 と考え られ る。特に,農 業においては固定資金は土地,建物,
農機具,動 植物等に投 下される。農業 においては土地はその支力並 びに養 力によ って生産 に参加
するので あり,農 地 を講入するか,農 地 に排 水潅厩 設備を整備す るか,耕 地整理をす るかに要す
る費用を金融による場 合その費用 と収益を比較検討 し,採 算性を考慮 しなければな らない。この
場合投下資本の償還額 およびその利子以 上の超過余剰がもた らされなければ ならない。原則的に
は融資 はその余剰 部分 によ って支弁 しうる範囲内に とどめ るべ きであ り,過 度の借 入れ は種 々の
弊害 を もたらすこととなる。わが国の農業経営の特徴の一つは,そ の経営規模の零細性 にある。農
業経営の 目標は,安 定 した所得水準 を維持 しつつ・家族労働力が完全活用 され る水準まで経営規模
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を拡 大す ることである。非農業部門に対 して農業か らの労働力の流 出はかなり急激になされたが,
この ことによ って零細農業者の離農がはか られ,そ の農 地 が効 率 の よ い農業経営の規模拡大 と
はな っていない。農地 の 流 動 化 につ い ては種 々の方策 があるが,農 地改革の成果を維持 しよう
とす る観点に立脚す るものでは,そ の 目的 を達成す るのに制約 がある。合理的 な条件で資金の供
給を な し,意 欲的な農業者が農耕地を容易 に取得するよう援助す る ことも重 要なことである。 し
か し,農 業者 が生産手段 としてではな く,資 産 と しての土地所有欲が強ければ,任 意的取 引のみ
に依存 しつつ大規模経営の発展を期待することは,わが国の農 業の実情に照 らして困難であろ う。
過剰人口に基因す る零細経営 が一般的であるわが国の農業においては土地 に対す る過 当な所有意
欲か ら限界以上に土地価格が騰貴 してい る。
耕地 整理や農 道整備は,農 業 に機械力導入の 可能性を一 層あたえ,機 械 化による農業資本の高
度化は,当 然農 業労働の生産性を向上㍍}させ るであろう。 また農地開 発や干拓 もその性質か らし
て公共投資的色彩 が強い。土地に対する固定的投資 は当然農業生産物 の供給を増大することによ
って,農 業生産物の コス トを低減 し,そ の価格の引下げを 司能 にす る。 しか し農地投 資が進展 し,
投下資金が増大す るにつれて,生 産物価格は必然的 に下落す るので,投 資資金に対す る効率は悪
化す る特質が あるため農 地 投 資 の効 果 は 一部 の農地開発 事業 が行われる場合のみ充分発揮 され
るもの と考え られる。農業 には多額の投資がな され る分野 が存在するが,と くに,生 産構造 の変
化に対応 するため,農 地の基盤整備が促進 されなければな らない。 この種の投資は個 々の農 業者
の資力では充分満足 させえないのである。また各地域の農業者の力強 い協力がなければ達成す る
ことが不可能であり,充 分 その効 果をあげ ることは できない。農 業投資 の うち,農地に対する投
資は,そ の採 算性,個 々の農業者の零細性 によ り財政的措 置に依存せ ざるをえないであろう。
潅排水設備の確充,農 道整備及 び耕地整理,農 地開発および干拓等のために,土 地改良投資はな
され るのであるが,農 地の移動 が制約を うける場合 には,土 地改良 による農業生産力の向上は,一
層重要なもの となり,乙 れ ら農 業生産増進のための金融は重要な意義を もつ こととなる。 自然 の
恩恵物で あり,供 給に限度 がある ことに よ って特徴ずけ られ る土地 は,生 産の目的 に合致 するよ
うに種 々の施設を設 置す ることによ って,は じめて十分 にその機能を発揮 しうるのである。土地
生産力に基礎を お く農業においては,そ の生産力の増進の ために,継 続 的な 上地改良の努力 がな
され なければな らない。 土地 改良 に要 した費用に対 する報酬は,収 益 の増加 によ って年 々回収 さ
も
れ る。 しか もそれは生産期毎 に徐徐に回収 され,全 投下資金を同時に収得で きない。そのた め当
然,こ の種の農業金融においては,改 良 に要 した資金 が,土 地改良によ る収益の増大によ って カ
バ ーされることが肝 要であ る。資金が土地の入手のために投 下 されるものであれ ,土地改良に,
あるいは大農具導入に用い られ るもの であれ,そ れ によ って取得 され る収益 によ って農業経営 が
一層近代化 され なければ ならない。経営規模拡 大化の傾向は,労 働に対する資本財代替 によ って
促進 され る。経営規模拡大は生産費を低 減『させ る可能性を有するが,一 方 市場価格を下落 させ報
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酬を減少 させ る可能性 もあ る。 このよ うな条件の もとでは,農 業者が十分 な所得を確保 するため
には,経 営規模の拡 大が一層必 要 とされ るので ある。
流動資金は短期間の遊休資金を所有するものが,乙 れを短期間 にか ぎり,他 の ものに機能 させ
る場合に生 じて くる。 この種の資金の需要者 も,商 品流通を 目的とす るよ うな短期間の需要者 が
中心 とな る。 乙の資金 は敏速な流通を要求 するため,資 金の流動性を極度に高めるために手形割
引の よ うな形式 をとることが多い。金融の部面においては,流 動金融 とは,一 つには,商 業取 引
への資金の 需要・供給 であり,他 の一 つは企業の生産関係 に関連す る経営活 動へ の資金の需要,
供給 で ある。'より具体 的には,流 動的金融は 「主 と して企業金融の商 品流通 に関 し,生 産関係 に
おいては回転率著大な原料,燃 料,労 働力等の入手のための金融を含む」{2}ものである。農 業 に
おける流動的資金需要は,肥 料,飼 料,薬 剤,雇 用労賃等 を含み,農 業経 営用資金で ある。農 業
においては,自 給現場 と して,種 子,肥 料,飼 料 の一 部が提供 され,労 働力 も自家労働によ りな
される場合が多い。農業生産 においては,自 給現物 の生産 に占め る度 合も高い し,ま た肥料,種
子,薬 剤の購入 のために,価 格は高 くな るであ ろうが商業者の信用を利用 しうるので,こ の面の
資金 の重要性 は相対的 に低い といえるであろ う。
農 業経営が 自家労働 を利用す る場合,あ たえ られた資源で自家労働 の完全利用を図 るよう行 動
する。また,資 本の限界生産力が単位資本 コス トに等 しくなるような点で最適投 資規模が決定 さ
れ る。 この条件のもとで労働報酬は適正に維持 される。農業生産においては,資 源 としての土 地
価格が高騰 しているため,経営規模拡大}姻難となり濃 業経営 に対する資金投入の制約癬3)
とな っ てい るの で あ る。
〔1}稲作 に主 と して使用 され る刈取機は,昭 和46年においては46万5干台であ ったものが昭和49年には
112万9千台 に増加 してい る。田植機(動 力型)は 昭和46年には4万6千 台であ った ものが,49年`ζ
は43万5千台 に増加 している。 自脱型 コンバイ ンは,昭 和46年には8万4千 台であ ったものが,昭 和
49年には21万7千台 にな ってい る。このほか,動 力噴霧機,動 力散粉機も着実 に普及 してい る。
水稲10アール当たり投下労働時 間は,昭 和35年には172.9時問であったものが,昭 和48年には92.7
時間に減少 してい る。(昭和49年度 農業白書付属統計表 農林統 計協会38・86頁)
{2}春日井 薫 『金融原理』 文雅堂 昭和29年13頁
(3}昭和49年12月における全国銀行の貸出残高は,79兆226億円であ り,こ の うち農業および林業への
貸出残高は2,904億円にす ぎない(大 蔵省 財政金融統計月報1976・1)。農業経営の固定資本投資は,
1戸当た り平均 昭和48年において68万8千円とな ってい るが,預 貯金の額 も56万8千円 となってい




農業 におけ る技術進歩,農 業生産物需要の高級 化等は,農 業発展の基礎 となる。 しか し,農 地
改革によ って定着 している零細農業経営,そ の結 果必然化 したいわゆ る兼業化,農 業資源の非流
動化等は,農 業の発展の障害とな っている。国際 収支の面か らは,輸 出基調が順調に推移す る場
合には,保 有外貨を合理的に費 消す るために,農 業生産物を輸入す ることに一 理があるで もあろ
う。 しか し,輸入産 品の価格 が長期的 に安定 して供給 され るとい う根拠は ない。農業生産物を 量
的 、質的,価 格的に安定 した条 件で供給するため には,国 内 における健全な供給基盤 を確充す る
ことが必要 となる。農業生産物 の 自給率 引き上げ は,価 格 が合理的 な水準 である限 りは農業の発
展 に寄 与す るであろう。 しか し,価 格 が低廉であ るな らば,自 給率引 き上げは農業 者に低報酬で
の労働強化を強制す る可能性が ある。また価格 引き上げによ って生産を誘導す るとすれば,ま す
ます国際価格 との格差 が拡大す ることとなるであろ う。価格の変動な しに農業生産物の 自給率を
高め,農 業者の所得 を適正に維持す るためには,農 業生産構造 の改善が必要 となる。
わが国の農業における低資源 報酬の原因の一つは経営規模の零細牲にある。個別農業経営 の規
模拡大の方向が具体 化 されない限 りは,資 源生産性格差 も是正 されない し,農 業者の所得 も'安定
しないであろう。農 業経営の規模拡大 のため には,農 地の合理的 な移動が促進 されなければ な ら
ないが,農 地 の供給 不足 はます ます顕著 なものとなりつつある.零 細経営 におけ る労働の不完全
利用を補充す るために兼業化が進んでいるが,こ れ も経 営規模 拡大の阻害要 因とな ってい る。農
業者の真 の厚生 に とって不 可決 の要件 である資源の移動には多 くの困難 が伴 う。農地の流動性を
高め なけれ ば,本 質 的な農業の発展 は期待できないであろ う。 農業の発展 によ って,農 業者が高
報酬を取得 するため には,一 層の経営規模拡 大が要請 され る。輸 入農業生産物の国際的需給関係
の影響を排除す るためにも,経 済的 動向 に合致 した農業構造 の改善策 が導入 される必要がある。
この ため長期的 な展望を もった農業開発計 画と,こ れに対 して資金供給 を合理的 にまた円滑に行
な う農業金融体制 を樹 立する ことが必 要である。
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